

小児感染症学会認定指導医（専門医）病院感染対策活動実績証明書

申請者氏名：　　　　　　　    　　　　　　　　　　　


　上記の者は本施設において以下の感染対策活動を行ったことを証明します。

	
	開始日（西暦）
	終了日（西暦）

	感染制御チーム（ICT）
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日

	抗微生物薬適正使用推進支援チーム（AST）
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日




　　　　　　　　　　　　　　　　　　証明日　　　年　　月　　日




研修施設名

教育責任者名※　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
※教育責任者名には日本小児感染症学会（暫定）指導医の氏名を記載する（自筆）。
  但し、研修中途で指導医が異動等により不在となった場合は、施設長が代行することができる。
  その場合は、施設長名を記載する。
※印字・ゴム印は不可。

＊複数の施設で研修を行った場合はその施設分証明書をご提出下さい。





病院感染対策活動に関する構造化抄録（例）
	表題：　インフルエンザ流行期におけるインフルエンザ曝露による2次発症に係る要因

	背景と目的：　インフルエンザに曝露した職員や患者を対象に予防投与を推奨すべきか否かが院内で議題となった。院内のインフルエンザ患者から曝露を受けた他の患者、医療従事者の曝露時におけるマスクの装着と曝露後予防投薬の有無による二次発生率について検討することを目的とした。

	方法：　2016年1月～2017年3月31日までの期間に小児科病棟に入院したインフルエンザ罹患者からの曝露を受けた他の患者、医療スタッフを対象とし、マスクの装着や予防投薬の有無と、曝露後5日以内の二次発生状況について後方視的な検討を行った。

	結果：　対象期間中、インフルエンザ入院患者は121名であった。インフルエンザとの曝露を考慮する対象となった同室の他の患者は56名、診療にあたった医療スタッフは239名であった。他の患者については9例が接触時にマスクを着用し、30例が予防投与を受けており、予防投薬を受けた患者1名に二次発症者を認めた。医療スタッフについては予防投与を受けたものはなく、全例で接触時にマスクを着用していたが、2例（0.8％）が発症した。

	考察：　院内におけるインフルエンザ患者の診療における、二次発症例は比較的少なく、標準予防策の徹底が重要であることを示唆した。発症者については、市中での流行期であり、院外で曝露を受けた可能性も否定できなかった。職員のほとんどはインフルエンザワクチン接種を行っていたことも感染防止に寄与したと考えられた。

	結論：　院内におけるインフルエンザ曝露時に、マスクを着用していた者の発症率は予防投与なしでも比較的低く、ルチーンでの予防投与は不要であると考えられた。



参考：本抄録は第33回環境感染症学会で発表した
